
 

 

第３章 大阪国際空港の周辺環境対策 
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」
の

中
に

「
当

面
、

午
後

９
時

調
印

、
大

阪
国

際
空

港
の

存
続

が
決

定
以

降
翌

日
午

前
７

時
ま

で
に

発
着

す
る

ダ
イ

ヤ
設

定

を
認

め
な

い
こ

と
と

す
る

。
」
を

規
定

H
 3

. 
2
.1

8
大

阪
国

際
空

港
周

辺
対

策
基

金
設

置
　

H
 3

【
教

育
施

設
等

】
空

気
調

和
機

器
機

能
回

復
工

事

助
成

開
始

H
 3

. 
6
.1

0
告

示
日

後
住

宅
の

防
音

工
事

助
成

開
始

H
 3

. 
7
. 
1

大
阪

国
際

空
港

周
辺

対
策

基
金

事
業

開
始

H
 3

. 
8
. 
1

豊
中

航
空

機
公

害
対

策
連

合
協

議
会

発
足

H
 4

. 
1
.3

1
運

輸
省

「
大

阪
国

際
空

港
に

お
け

る
Y
S
１

１
型

機

代
替

の
た

め
の

ジ
ェ

ッ
ト

機
発

着
回

数
枠

に
つ

い
て

」

１
１

市
協

へ
提

示

H
 4

. 
5
.1

6
運

輸
省

と
１

１
市

協
が

Y
S
代

替
ジ

ェ
ッ

ト
５

０
便

に

係
る

覚
書

調
印

（
代

替
枠

１
０

０
便

へ
）

H
 5

一
般

世
帯

空
気

調
和

機
器

稼
働

費
助

成
開

始

H
 6

. 
1
.1

3
大

阪
国

際
空

港
と

関
西

国
際

空
港

の
機

能
分

担

協
議

成
立

H
 6

. 
9
. 
4

関
西

国
際

空
港

開
港

H
 6

. 
9
. 
4

国
際

線
の

廃
止

H
 7

. 
1
.1

7
阪

神
淡

路
大

震
災

　
特

別
措

置
と

し
て

2
1
時

台
の

臨
時

便
ダ

イ
ヤ

を
設

定
（
2
月

7
日

か
ら

4
月

1
4
日

）

H
 7

. 
6
. 
6

大
阪

国
際

空
港

周
辺

環
境

整
備

事
業

助
成

開
始

H
 7

.1
0
.3

1
L
１

０
１

１
退

役

H
 7

.1
2
.2

3
B

７
７

７
就

航

H
 8

. 
9
. 
5

大
阪

国
際

空
港

及
び

そ
の

周
辺

地
域

活
性

化
促

進

協
議

会
発

足
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年
月

日
運

営
・
設

備
年

月
日

関
係

団
体

年
月

日
空

港
周

辺
対

策
年

月
日

就
航

機
材

・
規

制

H
 9

. 
4
. 
1

大
阪

モ
ノ

レ
ー

ル
乗

入
れ

開
始

H
 9

.1
1
.1

3
大

阪
国

際
空

港
地

域
活

性
化

調
査

報
告

と
り

ま
と

め

H
1
0
. 
1
.3

0
１

１
市

協
「
大

阪
国

際
空

港
の

騒
音

指
定

区
域

見
直

し

に
つ

い
て

」
運

輸
省

に
回

答

H
1
0
. 
7
. 
1

Ｙ
Ｓ

代
替

等
含

む
低

騒
音

ジ
ェ

ッ
ト

機
の

導
入

（
当

初
３

０
便

、
１

５
年

度
か

ら
＋

２
０

便
）

H
1
1
. 
1
.1

4
大

阪
国

際
空

港
周

辺
地

域
活

性
化

連
絡

会
発

足

H
1
1
. 
2

運
輸

省
整

備
済

み
の

R
L
L
S
の

暫
定

運
用

開
始

H
1
1
. 
4
. 
1

【
住

宅
】
空

気
調

和
機

器
更

新
工

事
②

助
成

開
始

H
1
1
. 
7
. 
8

南
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

が
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
オ

ー
プ

ン

H
1
3
. 
3
. 
1

航
空

局
の

新
庁

舎
が

完
成

し
、

新
管

制
塔

で
の

運
用

開
始

H
1
4
. 
1
.3

0
１

１
市

協
「
プ

ロ
ペ

ラ
枠

１
２

０
回

で
の

リ
ー

ジ
ョ

ナ
ル

ジ
ェ

ッ
ト

導
入

受
け

入
れ

に
つ

い
て

」
国

土
交

通
省

に

回
答

H
1
4
. 
4
.1

1
大

阪
国

際
空

港
周

辺
緑

地
（
緩

衝
緑

地
Ⅰ

期
）
の

事
業

承
認

・
認

可

H
1
4
. 
4
.1

8
リ

ー
ジ

ョ
ナ

ル
ジ

ェ
ッ

ト
（
Ｃ

Ｒ
Ｊ
２

０
０

）
就

航

H
1
4
. 
6
.1

8
大

型
防

音
壁

の
使

用
開

始

H
1
4
.1

2
. 
6

大
阪

国
際

空
港

の
あ

り
方

に
つ

い
て

交
通

政
策

審
議

会
航

空
分

科
会

答
申

H
1
5
. 
2
. 
1

D
H

C
-
８

-
４

０
０

就
航

H
1
5
.1

0
. 
1

独
立

行
政

法
人

空
港

周
辺

整
備

機
構

設
立

H
1
6
. 
3
. 
4

IT
A

M
Iエ

ア
ポ

ー
ト

環
境

推
進

協
議

会
発

足

H
1
6
. 
3
.3

1
一

般
世

帯
空

気
調

和
機

器
稼

働
費

助
成

廃
止

H
1
6
. 
4
. 
7

大
阪

国
際

空
港

鳥
衝

突
防

止
連

絡
協

議
会

発
足

H
1
6
. 
9
.2

8
国

は
大

阪
国

際
空

港
の

今
後

の
運

用
見

直
し

を
決

定

H
1
6
.1

1
. 
8

国
土

交
通

省
は

「
大

阪
国

際
空

港
の

今
後

の
運

用

の
あ

り
方

」
に

つ
い

て
方

針
を

提
示

H
1
6
.1

2
.1

4
国

土
交

通
省

は
「
大

阪
国

際
空

港
の

今
後

の
運

用

の
あ

り
方

」
に

つ
い

て
最

終
方

針
を

決
定

H
1
7
. 
3
.3

1
街

区
再

編
整

備
事

業
終

了

H
1
7
. 
4
. 
1

B
７

４
７

－
４

０
０

を
除

い
た

3
発

機
以

上
の

航
空

機
の

H
1
7
. 
9
. 
2

１
１

市
協

の
名

称
を

「
大

阪
国

際
空

港
周

辺
都

市
就

航
禁

止

対
策

協
議

会
」
に

変
更

H
1
7
.1

2
.2

2
共

同
住

宅
事

業
廃

止

H
1
8
. 
2
.1

6
神

戸
空

港
開

港

H
1
8
. 
4
. 
1

す
べ

て
の

３
発

機
以

上
の

航
空

機
の

就
航

禁
止

空
港

の
運

用
時

間
を

１
４

時
間

（
７

時
～

２
１

時
）
に

変
更

H
1
8
. 
9
.3

0
Ｙ

Ｓ
１

１
退

役

H
1
9
. 
3
. 
9

伊
丹

市
「
大

阪
国

際
空

港
と

共
生

す
る

都
市

宣
言

」

が
議

決
さ

れ
る
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年
月

日
運

営
・
設

備
年

月
日

関
係

団
体

年
月

日
空

港
周

辺
対

策
年

月
日

就
航

機
材

・
規

制

H
1
9
. 
4
. 
1

１
日

当
た

り
ジ

ェ
ッ

ト
枠

２
０

０
便

、
プ

ロ
ペ

ラ
枠

１
７

０
便

と
な

る
 

H
1
9
. 
6
.2

1
今

後
の

空
港

及
び

航
空

保
安

施
設

の
整

備
及

び

運
営

に
関

す
る

方
策

に
つ

い
て

、
交

通
政

策
審

議
会

航
空

分
科

会
最

終
答

申

H
1
9
. 
8
. 
2

関
西

国
際

空
港

、
第

二
滑

走
路

供
用

開
始

H
2
0
. 
6
. 
1
8

空
港

整
備

法
の

一
部

改
正

、
空

港
法

に
改

称
　

　

管
理

主
体

別
に

再
編

、
空

港
維

持
管

理
経

費
の

３
分

の
１

が
地

方
負

担
と

な
る

（
平

成
２

４
年

度
末

ま
で

軽
減

措
置

あ
り

）

H
2
0
.1

1
. 
7

国
土

交
通

省
、

騒
音

対
策

区
域

の
見

直
し

案
を

府
県

へ
提

示

H
2
0
.1

2
.1

9
大

阪
府

知
事

、
騒

音
対

策
区

域
の

見
直

し
に

つ
い

て

国
土

交
通

省
大

臣
に

回
答

H
2
0
.1

2
.2

4
国

土
交

通
省

「
空

港
の

設
置

及
び

管
理

に
関

す
る

基
本

方
針

」
策

定
　

大
阪

国
際

空
港

は
国

内
線

の

基
幹

空
港

H
2
1
. 
3
. 
6

騒
音

対
策

区
域

の
見

直
し

告
示

（
第

１
種

区
域

は
平

成
２

２
年

４
月

１
日

か
ら

、

第
２

種
・
第

３
種

区
域

は
平

成
２

２
年

１
０

月
１

日

か
ら

適
用

）

H
2
1
. 
3
.3

1
代

替
地

造
成

事
業

、
営

業
者

に
対

す
る

貸
付

及
び

利
子

補
給

廃
止

H
2
2
. 
4
. 
1

【
住

宅
】
空

気
調

和
機

器
更

新
工

事
③

助
成

開
始

H
2
2
. 
5
.1

7
国

土
交

通
省

成
長

戦
略

会
議

　
第

１
回

関
西

国
際

空
港

・
大

阪
国

際
空

港
の

経
営

統
合

に
関

す
る

航
空

分
科

会
報

告

H
2
2
. 
6
.3

0
Ｍ

Ｄ
８

１
退

役

H
2
2
. 
7
. 
9

国
際

チ
ャ

ー
タ

ー
便

の
運

航
（
上

海
万

博
に

お
い

て

兵
庫

県
の

観
光

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
）

H
2
2
. 
9
.3

0
第

１
回

関
西

国
際

空
港

・
大

阪
国

際
空

港
の

経
営

統
合

に
関

す
る

意
見

交
換

会
(成

長
戦

略
会

議
の

報
告

を
受

け
て

の
認

識
共

有
)

H
2
2
.1

0
. 
1

Ｅ
Ｒ

Ｊ
（
Ｅ

１
７

０
）
就

航

H
2
2
.1

1
.2

2
第

２
回

関
西

国
際

空
港

・
大

阪
国

際
空

港
の

経
営

統
合

に
関

す
る

意
見

交
換

会
(国

か
ら

経
営

統
合

の
趣

旨
、

基
本

的
な

考
え

方
を

説
明

)

H
2
2
.1

1
.3

0
大

阪
国

際
空

港
関

係
自

治
体

と
の

事
務

打
ち

合
わ

せ

会
(国

が
民

営
化

に
伴

う
環

境
対

策
に

つ
い

て
（
案

）

を
提

示
)
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年
月

日
運

営
・
設

備
年

月
日

関
係

団
体

年
月

日
空

港
周

辺
対

策
年

月
日

就
航

機
材

・
規

制

H
2
2
.1

2
. 
7

国
に

対
し

、
１

１
市

協
か

ら
経

営
統

合
に

つ
い

て

意
見

書
を

提
出

(４
項

目
)

H
2
2
.1

2
.2

1
第

３
回

関
西

国
際

空
港

・
大

阪
国

際
空

港
の

経
営

統
合

に
関

す
る

意
見

交
換

会
・
法

案
の

考
え

方
（
案

）

を
提

示

H
2
3
. 
1
.2

0
第

４
回

関
西

国
際

空
港

・
大

阪
国

際
空

港
の

経
営

統
合

に
関

す
る

意
見

交
換

会
・
経

営
統

合
に

関
す

る

試
算

に
つ

い
て

説
明

H
2
3
. 
1
.2

6
国

土
交

通
大

臣
・
副

大
臣

・
政

務
官

に
対

し
、

１
１

市
協

か
ら

経
営

統
合

に
つ

い
て

要
望

H
2
3
. 
1
.2

7
関

空
協

・
１

１
市

協
意

見
交

換
会

(関
空

・
大

阪
国

際

空
港

の
現

状
及

び
経

営
統

合
に

つ
い

て
)

H
2
3
. 
2
.1

7
１

１
市

協
臨

時
総

会
（
法

案
を

承
認

）

H
2
3
. 
2
.1

8
第

５
回

関
西

国
際

空
港

・
大

阪
国

際
空

港
の

経
営

統
合

に
関

す
る

意
見

交
換

会
（
関

空
・
大

阪
国

際

空
港

の
経

営
統

合
法

案
の

骨
子

（
案

）
を

提
示

）

H
2
3
. 
2
.1

8
経

営
統

合
に

関
し

て
国

と
１

１
市

協
で

存
続

協
定

に

か
か

る
確

認
書

を
締

結

H
2
3
. 
2
.2

8
国

土
交

通
大

臣
・
副

大
臣

・
政

務
官

に
対

し
、

関
空

協

と
１

１
市

協
の

共
同

で
経

営
統

合
に

つ
い

て
要

望

H
2
3
. 
3
.1

5
「
東

北
地

方
太

平
洋

沖
地

震
に

伴
う

大
阪

国
際

空
港

の
運

用
等

の
取

り
扱

い
に

つ
い

て
」
大

阪
国

際
空

港

長
よ

り
協

力
依

頼
(臨

時
便

ジ
ェ

ッ
ト

枠
外

、
臨

時
便

、

遅
延

便
の

午
後

１
０

時
ま

で
、

自
衛

隊
機

の
使

用
)　

　
６

月
１

１
日

に
解

除

H
2
3
. 
5
.1

7
「
関

西
国

際
空

港
及

び
大

阪
国

際
空

港
の

一
体

的

か
つ

効
率

的
な

設
置

及
び

管
理

に
関

す
る

法
律

」

制
定

H
2
3
. 
7
. 
5

B
７

８
７

テ
ス

ト
飛

行

H
2
3
.1

0
.1

2
長

距
離

路
線

の
復

便
及

び
増

便
に

関
す

る
共

同

要
望

書
を

国
土

交
通

大
臣

に
提

出
(北

海
道

７
市

町
、

　

鹿
児

島
県

１
市

、
沖

縄
県

３
市

、
大

阪
府

２
市

、

兵
庫

県
１

市
)

H
2
4
. 
1
.2

3
B

７
８

７
就

航

H
2
4
. 
3
.3

0
１

１
市

協
が

今
後

の
大

阪
国

際
空

港
の

運
用

に

つ
い

て
の

意
見

書
を

航
空

局
航

空
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
部

長

に
提

出

H
2
4
. 
3
.3

1
大

阪
国

際
空

港
周

辺
緑

地
（
緩

衝
緑

地
Ⅰ

期
）
の

整
備

が
完

了
（
一

部
を

除
く
）

H
2
4
. 
4
. 
1

新
関

西
国

際
空

港
株

式
会

社
設

立
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年
月

日
運

営
・
設

備
年

月
日

関
係

団
体

年
月

日
空

港
周

辺
対

策
年

月
日

就
航

機
材

・
規

制

H
2
4
. 
6
.2

2
「
関

西
国

際
空

港
と

大
阪

国
際

空
港

の
一

体
的

か
つ

効
率

的
な

設
置

及
び

管
理

に
関

す
る

基
本

方
針

」

策
定

H
2
4
. 
7
. 
1

「
関

西
国

際
空

港
」
と

「
大

阪
国

際
空

港
」
の

経
営

統
合

新
関

西
国

際
空

港
株

式
会

社
に

よ
る

両
空

港
の

運
営

開
始

H
2
4
. 
7
.2

7
大

阪
市

１
１

市
協

を
脱

会
、

１
０

市
協

と
な

る

H
2
4
. 
8
.2

8
航

空
乗

継
利

用
促

進
協

議
会

発
足

H
2
4
.1

2
. 
3

H
2
4
.9

.3
の

大
阪

国
際

空
港

周
辺

都
市

対
策

協
議

会
と

の
同

空
港

の
安

全
・
環

境
対

策
に

関
す

る
協

議
の

場
を

経
て

、
同

協
議

の
場

で
「
プ

ロ
ペ

ラ
機

枠
の

段
階

的
低

騒

音
機

枠
化

」
了

承

H
2
5
. 
3
.3

1
テ

レ
ビ

受
信

障
害

対
策

補
助

廃
止

H
2
5
. 
3
.3

1
プ

ロ
ペ

ラ
機

枠
の

低
騒

音
機

枠
へ

の
転

換
開

始

（
３

年
計

画
）

H
2
5
.1

1
.2

8
「
協

議
の

場
」
を

開
催

　
新

関
西

国
際

空
港

株
式

会
社

か
ら

示
さ

れ
た

低
騒

音
機

枠
化

の
第

2
段

階
案

を
了

承

H
2
6
. 
3
.3

0
プ

ロ
ペ

ラ
機

枠
の

低
騒

音
機

枠
へ

の
転

換

H
2
6
. 
3
.3

1
大

阪
国

際
空

港
周

辺
緑

地
（
利

用
緑

地
）
の

整
備

（
第

２
段

階
）

H
2
6
. 
7
.2

5
「
関

西
国

際
空

港
及

び
大

阪
国

際
空

港
特

定
空

港
が

完
了

（
一

部
を

除
く
）

運
営

事
業

等
実

施
方

針
」
の

公
表

H
2
6
.1

2
.2

4
「
協

議
の

場
」
を

開
催

　
新

関
西

国
際

空
港

株
式

会
社

か
ら

示
さ

れ
た

低
騒

音
機

枠
化

の
第

3
段

階
案

を
了

承

H
2
7
. 
3
.2

9
プ

ロ
ペ

ラ
機

枠
の

低
騒

音
機

枠
へ

の
転

換

完
了

（
第

３
段

階
）

H
2
7
.3

.3
1

環
境

基
盤

施
設

整
備

事
業

廃
止

H
2
7

移
転

補
償

跡
地

の
売

却
促

進
等

に
資

す
る

基
盤

施
設

整
備

事
業

開
始

H
2
7
.1

2
. 
1

関
西

エ
ア

ポ
ー

ト
株

式
会

社
設

立

H
2
7
.1

2
.1

5
新

関
西

国
際

空
港

株
式

会
社

と
関

西
エ

ア
ポ

ー
ト

株
式

会
社

が
公

共
施

設
等

運
営

権
実

施
契

約
を

締
結

H
2
8
. 
2

タ
ー

ミ
ナ

ル
ビ

ル
改

修
工

事
　

着
工

H
2
8
. 
4
. 
1

関
西

エ
ア

ポ
ー

ト
株

式
会

社
に

よ
る

両
空

港
の

運
営

開
始

H
3
0
. 
4
. 
1

関
西

エ
ア

ポ
ー

ト
神

戸
株

式
会

社
に

よ
る

神
戸

空
港

の
運

営
開

始

H
3
0
. 
4
.1

8
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

改
修

　
中

央
お

よ
び

屋
上

エ
リ

ア

先
行

オ
ー

プ
ン

H
3
0
. 
9
.1

0
国

土
交

通
省

か
ら

台
風

２
１

号
被

害
に

伴
う

関
西

国
際

空
港

の
空

港
機

能
の

代
替

協
力

依
頼
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年
月

日
運

営
・
設

備
年

月
日

関
係

団
体

年
月

日
空

港
周

辺
対

策
年

月
日

就
航

機
材

・
規

制

H
3
0
. 
9
.1

2
１

０
市

協
　

協
力

依
頼

を
承

認
、

運
用

拡
大

（
平

成
３

０
年

１
０

月
１

１
日

終
了

）

H
3
0
.1

2
.2

4
第

8
回

　
関

西
3
空

港
懇

談
会

　
開

催

R
元

. 
5
.1

1
第

9
回

　
関

西
3
空

港
懇

談
会

　
開

催

R
 2

. 
3
.2

9
神

戸
空

港
　

運
用

時
間

延
長

（
2
2
時

か
ら

2
3
時

へ
）

R
 2

. 
3

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

（
C

O
V

ID
-
1
9
）
の

影
響

に
伴

う
運

休
・
減

便

R
 2

. 
8
. 
5

タ
ー

ミ
ナ

ル
ビ

ル
グ

ラ
ン

ド
オ

ー
プ

ン

R
 2

.1
1
.2

8
第

1
0
回

　
関

西
3
空

港
懇

談
会

　
開

催

R
 3

. 
3
.2

6
A

３
５

０
就

航

R
 4

. 
1
.1

3
第

1
1
回

　
関

西
3
空

港
懇

談
会

　
開

催

R
 4

. 
3

大
阪

国
際

空
港

周
辺

地
域

整
備

構
想

策
定

R
 4

. 
4
. 
1

【
住

宅
】
空

気
調

和
機

器
更

新
工

事
④

助
成

開
始

R
 4

. 
5
.2

7
大

阪
国

際
空

港
及

び
そ

の
周

辺
地

域
活

性
化

促
進

協
議

会
の

活
動

一
時

休
止

R
 4

. 
9
.1

8
第

1
2
回

　
関

西
3
空

港
懇

談
会

　
開

催

R
 5

. 
4
. 
1

【
住

宅
】
空

気
調

和
機

器
更

新
工

事
④

（
一

人
世

帯
）

助
成

開
始

R
 5

. 
5
. 
8

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

（
C

O
V

ID
-
1
9
）
の

５
類

感
染

症
移

行

R
 5

. 
6
.2

5
第

1
3
回

　
関

西
3
空

港
懇

談
会

　
開

催

R
 5

. 
1
1

原
田

緑
地

整
備

・
管

理
運

営
事

業
開

始

R
 6

. 
7
.1

5
第

1
4
回

　
関

西
3
空

港
懇

談
会

　
開

催

R
 6

. 
8
.3

0
「
関

西
国

際
空

港
　

伊
丹

空
港

　
神

戸
空

港
　

R
 6

. 
8
. 
8

千
里

川
土

手
原

田
地

区
か

わ
ま

ち
づ

く
り

計
画

登
録

ア
ー

カ
イ

ブ
写

真
集

」
発

行

R
 7

. 
3
.2

7
関

西
国

際
空

港
国

際
線

リ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
グ

ラ
ン

ド

オ
ー

プ
ン

R
 7

. 
4
. 
1

夜
間

騒
音

抑
制

料
　

制
度

導
入

R
 7

. 
4
.1

8
神

戸
空

港
　

国
際

チ
ャ

ー
タ

ー
便

の
就

航
開

始

R
 7

. 
8
.1

2
豊

中
つ

ば
さ

公
園

『
m

a-
zi

ka
』
一

部
開

園

R
 7

. 
8
.1

2
千

里
川

土
手

（
右

岸
）
供

用
開

始

R
 8

. 
1
.1

8
第

1
5
回

　
関

西
3
空

港
懇

談
会

　
開

催

R
 8

. 
4
. 
1

空
港

の
設

置
及

び
管

理
に

関
す

る
基

本
方

針
の

一
部

改
正

R
 8

. 
4
. 
1

関
西

国
際

空
港

国
内

線
リ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

グ
ラ

ン
ド

オ
ー

プ
ン

R
 8

. 
6
. 
2

関
西

国
際

空
港

国
際

線
フ

ル
リ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

グ
ラ

ン
ド

オ
ー

プ
ン

※
表

中
の

運
輸

省
・
環

境
庁

・
郵

政
省

は
、

平
成

１
３

年
１

月
６

日
よ

り
、

そ
れ

ぞ
れ

国
土

交
通

省
・
環

境
省

・
総

務
省
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Ⅱ．航空機騒音の現状 

１．飛行経路 

 

         通常時の発着コース（３２運用） 

         逆発着時の発着コース（１４運用） 

 

 ミドーポイント：進入起点 

           ミドーポイントから着陸までの 

所要時間は４分 

 ▲: ポイント 

    航空機の高度、経路を規制するために 

    用いられる地理上の点 

（実際には何の施設もない） 

  

※代表的な飛行経路であり、 

必ずこの経路を飛ぶわけではありません。 

 

 

           

 

 

 

 

                      

  

   

 

                             

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

大阪国際空港 

西
方
面
出
発 

３，５００ｆｔ 
（１，１００m） 

大大阪阪湾湾  

西方面進入 

東方面進入 

イコマポイント 
３，５００ｆｔ以上 
（１，１００m 以上） 

ミドーポイント 

伊丹 VOR/DME 

東
方
面
出
発 

大大阪阪府府  

航空機は VOR/DME からの方位と距離を知ること

により自機の位置を知るとともに、進むべき航空路

からのずれを把握している。 

 

VOR：超短波全方向式無線標識施設 

    正確な航空路を飛行するため、有効到達距

離内の航空機に対して、方位を連続的に指示

する施設 

 

DME：距離情報提供装置 

航空機から発射された距離質問電波に 

応じて応答電波を発射し、その受信時間から

本装置までの距離を連続測定する装置 

兵兵庫庫県県  
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２
．

着
陸

高
度

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
着

 
陸

 
高

 
度

 
図

 

滑
 

 
 

走
 

 
 

路
 

 
 

配
 

 
 

置
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
3
0
8
m

 
  

 
 

                注
：
①

関
西

エ
ア

ポ
ー

ト
株

式
会

社
 

②
大

阪
府

 
 

③
豊

中
市

が
設

置
し

て
い

る
航

空
機

騒
音

測
定

機
器

の
あ

る
施

設
 

（
P

4
2
～

P
43

 
航

空
機

騒
音

測
定

値
の

状
況

参
照

） 

離
着

陸
の

速
度

 

大
阪

国
際

空
港

に
着

陸
す

る
ジ

ェ
ッ

ト
機

の
速

度
は

、
市

南
端

の
神

崎
川

付
近

で
は

約
26

0
㎞

/
時

、
着

陸
し

た
と

き
の

速
度

は
約

2
5
0

㎞
/
時

。
 

ま
た

、
離

陸
時

に
お

け
る

速
度

は
約

3
0
0

㎞
/時

で
、

重
量

が
重

い
ジ

ェ
ッ

ト

機
ほ

ど
速

度
が

必
要

に
な

る
。

 

 
 

建
物

等
の

高
さ

の
制

限
 

航
空

機
は

上
の

図
の

よ
う

な
高

さ
で

着
陸

し
て

お
り

、
危

険
を

防
止

す
る

た
め

に

法
律

で
建

物
等

の
高

さ
が

制
限

さ
れ

て
い

る
。

(航
空

法
第

4
9

条
) 

（
Ｐ

5
4
（
3
）
 

航
空

法
等

に
よ

る
制

限
（
物

件
の

高
さ

制
限

・
ド

ロ
ー

ン
な

ど
の

飛
行

制
限

）参
照

） 

 A
滑

走
路

 

B
滑

走
路

 

1
.5

 
2
.5

 
4
.5

 
3
.5

 
5
.5

㎞
 

0
.8

 
1
.0

 
1
.6

 
2
.3

 
2
.0

 
2
.8

 
2
.5

 
3
.2

 
3
.7

 
4
.2

㎞
 

勝   部  

原 田 セ ン タ ー （ ① ） 

利 倉 セ ン タ ー （ ① ） 

 

豊 島 温 水 プ ー ル （ ② ） 

青 年 の 家 い ぶ き （ ③ ） 

豊 南 小 学 校 （ ① ） 

庄 内 駅  

庄 内 幸 セ ン タ ー （ ② ） 

名 神 高 速 道 路  

服 部 寿 セ ン タ ー （ ③ ） 
市 南 端  

ロ ー ズ 文 化 ホ ー ル （ ③ ） 

(1
,8

28
ｍ

×
4
5ｍ

) 

3
1
0
m

 

1
0
2
m

 

1
4
4
m

 

1
8
6
m

 
1
5
5
m

 

2
0
7
m

 2
2
3
m

 2
3
2
m

 

2
6
9
m

 

2
4
9
m

 

2
9
5
m

 

3
2
1
m

 

2
4
m

 

7
6
m

 
6
6
m

 

1
0
7
m

 

1
2
8
m

 

1
5
5
m

 
1
4
4
m

 

1
7
0
m

 

1
9
1
m

 

2
1
7
m

 

2
4
4
m

 

 
1
,4

8
2m

 

中
心

線
 

中
心

線
 

※
着

陸
高

度
は

簡
易

に
計

算
し

た
も

の
で

、
 

概
ね

の
数

字
で

す
 

Ａ
滑

走
路

 

B
滑

走
路

 

(3
,0

00
ｍ

×
6
0ｍ

) 

2
.9

 

2
5
3
m

 

1
7
6
m
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３．航空機騒音に係る環境基準 

（１）航空機騒音に係る環境基準 

 昭和４８年１２月２７日に定められており（環境庁告示）、この達成が航空機騒音対策の

目標となっている。 

   ①環境基準(平成２５年４月１日～) 

地 域 の 類 型 基準値（Ｌｄｅｎによる算出） 

Ⅰ 専ら住居の用に供される地域 ５７デシベル以下 

Ⅱ 
上記以外の地域であって通常の 

生活を保全する必要がある地域 
６２デシベル以下 

②達成期間等 

飛行場の区分 達成期間 改善目標 

新設飛行場 

直ちに  

既 
 

設 
 

飛 
 

行 
 

場 

第３種空港及び 
これに準ずるもの 

第２種空港 
（福岡空港を除く） 

A ５年以内  

B 

１０年以内 
５年以内に、７０デシベル未満とすること又

は７０デシベル以上の地域において屋内で

５０デシベル以下とすること。 
成田国際空港 

 
 

第１種空港 
（成田国際空港を

除く）及び福岡空港 
 

※大阪国際空港は
この区分に該当 

１０年を 
越える 

期間内に
可及的 

速やかに 

１．５年以内に、７０デシベル未満とすること

又は７０デシベル以上の地域において 

屋内で５０デシベル以下とすること。 

２．１０年以内に、６２デシベル未満とする 

こと又は６２デシベル以上の地域に 

おいて屋内で４７デシベル以下とする 

こと。                 

（備考）（1）既設飛行場の区分は、環境基準が定められた日における区分とする。 

（2）第２種空港のうち、B とはターボジェット発動機を有する航空機が定期航空 

       運送事業として離着陸するものをいい、A とは B を除くものをいう。 

 

（注） 航空機騒音の防止のための施策を総合的に講じても、②の達成期間で環境 

基準を達成することが困難と考えられる地域においては、当該地域に引き続き

居住を希望する者に対し家屋の防音工事等を行うことにより、環境基準が達成

された場合と同等の屋内環境が保持されるようにするとともに、極力環境基準

の速やかな達成を期するものとする。 

 

  （２）航空機騒音に係る環境基準の見直し 

我が国の航空機騒音に係る環境基準の評価指標はＷＥＣＰＮＬを採用していたが、近年

の騒音測定機器の技術進歩及び国際的動向に即して、新たな評価指標（Ｌｄｅｎ）を採用 

するため、航空機騒音に係る環境基準が平成１９年１２月１７日付けで一部改正され、平成

２５年４月１日に施行された。 
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   ①ＷＥＣＰＮＬ 
加重等価平均感覚騒音レベルのことで、１９６９年に国連の下部機関であるＩＣＡＯ(国際

民間航空機関)で決められた航空機騒音を表す算出方法で、１機ごとの騒音レベルだけで

なく、飛来の時間帯や機数をも考慮したもの。 
②Ｌｄｅｎ 
時間帯補正等価騒音レベルのことで、時間帯別に加重（＝重み付け）を行う評価値。 

単位はデシベル（ｄＢ）で（ＷＥＣＰＮＬには単位がなかった。）Ｌｄｅｎの「ｄｅｎ」は「Ｄａｙ 
（日中 ７時～１９時）」「Ｅｖｅｎｉｎｇ(夕方 １９時～２２時)」「Ｎｉｇｈｔ（夜間 ２２時～７時）」を意

味する。加重は航空機騒音１回毎のＬＡＥに対して行う。 
（ＬＡＥ＝単発騒音暴露レベル：発生した騒音のエネルギーについて、聴こえ始めから聴こえ終りまでの間で
積分した騒音レベル(単位はｄＢ)） 

                                                       環境省報道発表資料より 

 ＷＥＣＰＮＬ Ｌｄｅｎ 

①騒音レベルのとらえ方 １日のすべてのピークレベルに基づ

きパワー平均する。 
一機毎のエネルギーで評価する。 

②時間帯の補正 夕方（１９時～２２時）の機数を３

倍、夜間（２２時～７時）の機数を 
１０倍する。 

夕方（１９時～２２時）の騒音に＋５

ｄＢ，夜間（２２時～７時）の騒音に

＋１０ｄＢの補正を加える。 
③騒音の継続時間 騒音の継続時間を一律に２０秒に

する。 
一機毎の騒音の継続時間を評価 
する。 

④測定評価技術 ＩＣＡＯの提案式を当時の測定評価

技術を勘案して簡略化したもの。 
測定機器の性能向上等により、騒

音レベルがより正確に評価できる。 
 
＜参考＞平成２５年３月３１日までの環境基準 

①環境基準 

地 域 の 類 型 基準値（WECPNL による算出） 

Ⅰ 専ら住居の用に供される地域 ７０以下 

Ⅱ 
上記以外の地域であって通常の 

生活を保全する必要がある地域 
７５以下 

②達成期間等 

飛行場の区分 達成期間 改善目標 

新設飛行場 

直ちに  

既 

設 

飛 

行 

場 

第３種空港及び 

これに準ずるもの 

第２種空港 

（福岡空港を除く） 

A ５年以内  

B 
１０年以内 

５年以内に、８５WECPNL 未満とすること又は 
８５WECPNL 以上の地域において屋内で６５
WECPNL 以下とすること。 成田国際空港 

 

第１種空港 

（成田国際空港を

除く）及び福岡空港 

※大阪国際空港は 

この区分に該当 

１０年を 

越える 

期間内に

可及的 

速やかに 

１．５年以内に、８５WECPNL 未満とすること又
は８５WECPNL 以上の地域において屋内で 
６５WECPNL 以下とすること。 

２．１０年以内に、７５WECPNL 未満とすること
又は７５WECPNL 以上の地域において屋内
で６０WECPNL 以下とすること。          
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４. 航空機騒音測定値の状況

測定者
測定
場所

環境
基準値

算出
方法

昭和
48

(1973)

49
(1974)

50
(1975)

51
(1976)

52
(1977)

53
(1978)

54
(1979)

55
(1980)

56
(1981)

57
(1982)

58
(1983)

59
(1984)

60
(1985)

61
(1986)

62
(1987)

63
(1988)

平成元
(1989)

利倉
センター

Ⅱ
75

WEC
PNL

88.1 88.0 87.9 88.0 88.0 88.3

原田
センター

Ⅰ
70

WEC
PNL

80.0

豊南
小学校

Ⅰ
70

WEC
PNL

90.0 89.5 89.5 90.0 86.5 88.0 86.0 84.5 83.5 81.5 81.5 80.1 79.5 78.9 79.3 78.8 79.4

豊島温水
プール

Ⅱ
75

WEC
PNL

90.6 90.2 90.3 90.1 90.6 90.1 89.9 89.5 89.9 89.7

庄内幸
センター

Ⅰ
70

WEC
PNL

84.8 83.8 82.9 82.8 82.9 82.4 82.5 81.8 82.7 83.0

府
（短期
測定）

勝部遺跡
収蔵庫前

Ⅱ
75

WEC
PNL

81.9

測定者
測定
場所

環境
基準値

算出
方法

平成
2

(1990)

3
(1991)

4
(1992)

5
(1993)

6
(1994)

7
(1995)

8
(1996)

9
(1997)

10
(1998)

11
(1999)

12
(2000)

13
(2001)

14
(2002)

15
(2003)

16
(2004)

17
(2005)

18
(2006)

75
WEC
PNL

88.2 87.8 87.8 87.6 86.4 83.6 83.3 83.6 83.8 84.7 84.6 84.9 84.8 84.9 84.5 84.0 83.4

Lden

70
WEC
PNL

79.6 79.4 78.8 77.6 77.5 75.7 75.5 75.0 75.1 75.7 75.6 75.4 76.2 76.5 77.3 77.4 77.1

Lden

70
WEC
PNL

79.5 79.6 79.2 79.2 77.7 75.1 75.2 75.5 75.3 76.0 76.1 76.2 76.3 76.4 76.1 76.1 75.5

Lden

75
WEC
PNL

89.4 88.9 89.1 89.3 88.2 84.5 84.6 85.3 85.5 85.2 85 83 83 82 83 82 81

Lden

70
WEC
PNL

82.7 82.2 82.0 81.8 80.2 77.3 79.0 79.4 79.9 79.6 80 78 78 79 80 79 78

Lden

70
WEC
PNL

86.6 86.3 86.1 85.8 83.8 81.8 81.4 81.9 82.3 81.9 82.2 82.3 82.1 82.0 82.1 81.9 81.1

Lden

70
WEC
PNL

81.1 80.7 80.2 80.2 79.1 77.0 76.4 76.7 76.9 76.8 76.8 76.8 76.7 76.9 77.0 77.2 76.7

Lden

70
WEC
PNL

80.2 79.8 79.6 78.9 78.1 75.9 75.5 75.8 76.0 75.6 76.0 76.2 76.5 76.6 76.8 77.1 76.7

Lden

75
WEC
PNL

80.9 82.1 82.0 79.3 77.8 78.1 78.0 76.0 76.9 78.1 76 77 76 78 79 79 79

Lden

70
WEC
PNL

81 80 80 80 80 79 78

Lden

国

大
阪
府

国

利倉
センター

Ⅱ

豊
中
市

ローズ文化

ホール
Ⅰ

服部寿
センター

Ⅰ

青年の家
いぶき

Ⅰ

大
阪
府

庄内幸
センター

Ⅰ

豊島温水

プール
Ⅱ

原田
センター

Ⅰ

豊南
小学校

Ⅰ

勝部遺跡
収蔵庫前

Ⅱ

府
（短期
測定）

市
（短期
測定）

庄内東
センター

Ⅰ
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測定者
測定
場所

環境
基準値

算出
方法

平成
19

(2007)

20
(2008)

21
(2009)

22
(2010)

23
(2011)

24
(2012)

25
(2013)

26
(2014)

27
(2015)

28
(2016)

29
(2017)

30
(2018)

令和
元

(2019)

2
(2020)

3
(2021)

4
(2022)

5
(2023)

6
(2024)

7
(2025)

75
WEC
PNL

82.9 82.8 82.6 82.7 82.9 82.9 82.6 83.2 83.3 83.6 83.9 83.9 83.6 80.2 80.9 81.8 82.2 82.4 82.4

62 Lden 66 67 67 67 67 67 67 63 64 65 66 66 66

70
WEC
PNL

76.7 76.4 75.7 76.6 76.9 76.6 78.3 77.3 77.0 76.7 76.8 77.7 77.7 75.2 75.8 76.5 76.7 76.5 76.6

57 Lden 62 62 61 61 61 62 62 59 60 61 61 61 61

70
WEC
PNL

75.1 75.0 74.8 74.6 74.4 74.4 74.6 74.7 75.1 75.5 75.6 75.6 75.3 72.1 73.6 75.0 75.3 75.3 75.4

57 Lden 61 61 61 62 62 62 62 59 60 61 61 61 61

75
WEC
PNL

81 81 80 81 80 80 80 80 80 81 81 81 81 77 78 80 80 80 80

62 Lden 64 65 65 65 65 65 65 62 63 64 64 64 64

70
WEC
PNL

78 78 78 77 77 77 78 78 78 78 78 78 77 74 75 68 68 68 68

57 Lden 63 63 63 63 63 63 63 59 61 55 56 56 56

70
WEC
PNL

80.2 80.1 79.8 79.9 79.5 79.6 79.3 79.7 79.8 79.9 80.1 79.8 79.5 76.2 77.2 78.5 79.1 - 78.5

57 Lden 65 65 65 65 65 65 65 62 63 64 64 - 64

70
WEC
PNL

76.5 76.3 76.1 75.9 75.7 75.8 75.7 75.6 75.7 75.7 76.0 76.0 75.7 72.9 73.9 75.1 75.2 75.3 75.3

57 Lden 62 62 62 62 62 62 62 59 60 61 61 61 61

70
WEC
PNL

76.2 76.2 75.9 75.7 75.7 75.5 75.8 75.5 75.4 75.4 75.6 75.9 75.8 73.0 - - 76.3 76.3 76.1

57 Lden 61 61 61 61 61 61 61 59 - - 61 62 61

75
WEC
PNL

78 78 77 78 77 77 78 78 78 76 77 78 79 78 77 78 78 77 77

62 Lden 61 62 61 60 61 61 62 61 60 62 61 61 61

70
WEC
PNL

78 78 77 79 78 78 79 78 78 78 79 78 78 76 76 77 76.9 77.5 77.2

57 Lden 64 64 64 64 64 64 64 62 61 63 63 63 63

市
（短期
測定）

勝部遺跡
収蔵庫前

Ⅱ

利倉
センター

Ⅱ

原田
センター

Ⅰ

関
西
エ
ア
ポ
｜
ト
株
式
会
社 豊南

小学校
Ⅰ

豊島温水

プール
Ⅱ

庄内幸
センター

Ⅰ

ローズ文化

ホール
Ⅰ

服部寿
センター

Ⅰ

府
（短期
測定）

庄内東
センター

Ⅰ

青年の家
いぶき
Ⅰ

大
阪
府

豊
中
市

※ 測定場所の「Ⅰ」「Ⅱ」は、環境基準の地域の類型を表している。

※ 短期測定は、通年測定を補完するために例年10月～11月に測定

※ 豊島温水プールは平成１２年度まで旧穂積センターにて測定

※ 勝部遺跡収蔵庫前は平成２２年度まで勝部大気測定室前にて測定

※ 関西エアポート株式会社は平成２４年６月まで国、平成２７年度まで新関西国際空港株式会社が測定

（平成２４年までは暦年、平成２５年以降は年度を採用）

※ 平成２５年４月１日より新たな評価指標としてLdenを採用

※ 庄内幸センターは令和３年度まで野田センターにて測定

※ 青年の家いぶきは令和３・４年度改修工事のため、欠測

※ ローズ文化ホールは令和６年度改修工事のため、欠測

※ 令和７年度は速報値
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航
空

機
騒

音
測

定
値

の
状

況
 

                           
※

測
定

場
所

の
「Ⅰ

」「
Ⅱ

」は
、

環
境

基
準

の
地

域
の

類
型

を
表

し
て

い
る

 

※
令

和
７

年
度

は
速

報
値

 

666870727476788082848688909294 昭
和

4
8

年

（
1
9
7
3

年
）

昭
和

5
3

年

（
1
9
7
8

年
）

昭
和

5
8

年

（
1
9
8
3

年
）

昭
和

6
3

年

（
1
9
8
8

年
）

平
成

5
年

（
1
9
9
3

年
）

平
成

1
0

年

（
1
9
9
8

年
）

平
成

1
5

年

（
2
0
0
3

年
）

平
成

2
0

年

（
2
0
0
8

年
）

平
成

2
5

年
度

（
2
0
1
3

年
度

）

平
成

3
0

年
度

（
2
0
1
8

年
度

）

令
和

5
年

度

（
2
0
2
3

年
度

）

関
西

エ
ア

ポ
ー

ト
利

倉
セ

ン
タ

ー
Ⅱ

関
西

エ
ア

ポ
ー

ト
原

田
セ

ン
タ

ー
Ⅰ

関
西

エ
ア

ポ
ー

ト
豊

南
小

学
校

Ⅰ

大
阪

府
旧

穂
積

セ
ン

タ
ー
Ⅱ

大
阪

府
豊

島
温

水
プ

ー
ル

Ⅱ
大

阪
府

野
田

セ
ン

タ
ー
Ⅰ

豊
中

市
ロ

ー
ズ

文
化

ホ
ー

ル
Ⅰ

豊
中

市
服

部
寿

セ
ン

タ
ー
Ⅰ

豊
中

市
青

年
の

家
い

ぶ
き
Ⅰ

大
阪

府
庄

内
幸

セ
ン

タ
ー
Ⅰ

騒
音

値
（
W

E
C

P
N

L
）

環
境
基
準
Ⅱ

 

環
境
基
準
Ⅰ
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関
⻄
エア
ポ
ー
ト(
株
)（
10
局
）

兵
庫
県
（
5局

）

⼤
阪
府
（
3局

）

伊
丹
市
（
3局

）

豊
中
市
（
3局

）

原
⽥
セ
ンタ
ー

阪
神
特
別
⽀
援
学
校

安
倉
中
学
校

北
野
セ
ンタ
ー

久
代
⼩
学
校

神
⽥
会
館

緑
ヶ丘

セ
ンタ
ー

利
倉
セ
ンタ
ー

豊
南
⼩
学
校

⽑
⾺
排
⽔
機
場

⻑
尾
南
会
館

武
庫
北
⼩
学
校

桜
台
⼩
学
校

花
⾥
⼩
学
校

⻄
猪
名
公
園

⼤
野
セ
ンタ
ー

北
村
⽔
源
地

⻄
桑
津
会
館

豊
島
温
⽔
プ
ー
ル

庄
内
幸
セ
ンタ
ー

⻄
三
国
セ
ンタ
ー

服
部
寿
セ
ンタ
ー

⻘
年
の
家
い
ぶ
き

ロー
ズ
⽂
化
ホ
ー
ル

５
．
航

空
機

騒
音

測
定

局
令

和
8
年

3
月

末
現

在

測
定
者

－ 45 －



・
飛

行
コ

ー
ス

　
（
P

3
8
 飛

行
経

路
参

照
）

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０

月
１

１
月

１
２

月
１

月
２

月
３

月
合

計

総
発

着
回

数
（
A

）
7
,7

7
6

6
,6

2
5

7
,0

3
2

7
,3

0
4

8
,7

8
5

7
,8

9
1

8
,7

0
1

9
,2

6
6

1
0
,6

9
8

1
1
,0

7
8

8
,1

8
7

1
0
,0

7
3

1
0
3
,4

1
6

逆
発

着
回

数
（
B

）
2
7
3

1
3
9

3
4

2
6
5

1
3
0

1
2

0
2
0
7

0
1

3
8

0
1
,0

9
9

（
B

）
/
（
A

）
3
.5

1
%

2
.1

0
%

0
.4

8
%

3
.6

3
%

1
.4

8
%

0
.1

5
%

0
.0

0
%

2
.2

3
%

0
.0

0
%

0
.0

1
%

0
.4

6
%

0
.0

0
%

1
.0

6
%

総
発

着
回

数
（
A

）
1
0
,3

5
7

1
1
,4

0
9

1
1
,0

4
0

1
1
,7

0
5

1
2
,3

3
7

1
0
,7

5
6

1
1
,4

9
8

1
1
,1

1
4

1
1
,6

4
6

1
1
,3

8
9

1
0
,3

0
4

1
1
,5

0
9

1
3
5
,0

6
4

逆
発

着
回

数
（
B

）
3
1

0
1
5
9

0
0

7
1
9

0
2
1
3

0
0

0
6
2

1
,1

8
4

（
B

）
/
（
A

）
0
.3

0
%

0
.0

0
%

1
.4

4
%

0
.0

0
%

0
.0

0
%

6
.6

8
%

0
.0

0
%

1
.9

2
%

0
.0

0
%

0
.0

0
%

0
.0

0
%

0
.5

4
%

0
.8

8
%

総
発

着
回

数
（
A

）
1
1
,1

1
5

1
1
,4

7
8

1
1
,0

8
0

1
1
,7

0
0

1
1
,5

9
2

1
1
,0

5
3

1
1
,4

5
8

1
1
,0

7
1

1
1
,6

3
2

1
1
,4

2
9

1
0
,5

8
5

1
1
,2

3
1

1
3
5
,4

2
4

逆
発

着
回

数
（
B

）
0

1
2

2
8

0
1
,4

5
5

7
5

0
0

0
0

0
1

1
,5

7
1

（
B

）
/
（
A

）
0
.0

0
%

0
.1

0
%

0
.2

5
%

0
.0

0
%

1
2
.5

5
%

0
.6

8
%

0
.0

0
%

0
.0

0
%

0
.0

0
%

0
.0

0
%

0
.0

0
%

0
.0

1
%

1
.1

6
%

総
発

着
回

数
（
A

）
1
0
,9

5
0

1
1
,3

2
1

1
0
,9

3
7

1
1
,5

6
0

1
1
,9

2
3

1
1
,1

0
6

1
1
,4

6
7

1
1
,0

2
6

1
1
,7

2
7

1
1
,5

6
4

1
0
,2

0
7

1
1
,3

9
3

1
3
5
,1

8
1

逆
発

着
回

数
（
B

）
2
3
5

5
2

2
5

0
3
1
7

3
5

2
5
5

1
4
7

0
0

2
0

4
8

1
,1

3
4

（
B

）
/
（
A

）
2
.1

5
%

0
.4

6
%

0
.2

3
%

0
.0

0
%

2
.6

6
%

0
.3

2
%

2
.2

2
%

1
.3

3
%

0
.0

0
%

0
.0

0
%

0
.2

0
%

0
.4

2
%

0
.8

4
%

総
発

着
回

数
（
A

）
1
1
,0

9
2

1
1
,4

7
7

1
1
,1

1
0

1
1
,6

2
4

1
2
,3

2
4

1
1
,0

3
3

1
1
,4

3
7

1
1
,1

0
3

1
1
,5

8
5

1
1
,3

9
2

1
0
,2

3
2

1
1
,4

7
9

1
3
5
,8

8
8

逆
発

着
回

数
（
B

）
1
4

1
4
9

0
1
1
3

0
1
0
4

2
2

0
0

0
0

0
4
0
2

（
B

）
/
（
A

）
0
.1

3
%

1
.3

0
%

0
.0

0
%

0
.9

7
%

0
.0

0
%

0
.9

4
%

0
.1

9
%

0
.0

0
%

0
.0

0
%

0
.0

0
%

0
.0

0
%

0
.0

0
%

0
.3

0
%

注

３
．

令
和

３
年

度
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
（
C

O
V

ID
-
1
9
）
の

影
響

に
伴

い
大

幅
な

運
休

・
減

便
を

実
施

２
．

総
発

着
回

数
に

つ
い

て
は

、
ヘ

リ
を

除
く

令
和

６
年

度

令
和

７
年

度
(速

報
値

)

６
．

逆
発

着

大
阪

国
際

空
港

に
お

い
て

は
、

1
年

を
通

じ
て

北
か

ら
の

風
が

吹
く
状

況
が

多
い

こ
と

か
ら

、
原

則
と

し
て

北
向

き
に

離
着

陸
し

て
い

る
（
滑

走
路

3
2
L
R

使
用

）
。

し
か

し
、

春
先

か
ら

夏
に

か
け

て
や

台
風

シ
ー

ズ
ン

な
ど

、
ま

れ
に

東
寄

り
の

風
が

強
く
吹

く
日

に
は

、
逆

向
き

の
離

着
陸

を
す

る
こ

と
が

あ
り

（
滑

走
路

1
4
L
R

使
用

）
、

通
常

と
は

違
う

ル
ー

ト
を

飛
行

し
て

い
る

。

１
．

関
西

エ
ア

ポ
ー

ト
株

式
会

社
資

料
か

ら
集

計

令
和

３
年

度

令
和

４
年

度

令
和

５
年

度
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４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０
月

１
１
月

１
２
月

１
月

２
月

３
月

合
計

総
発
着
回
数

（
A
）

7
,7
7
6

6
,6
2
5

7
,0
3
2

7
,3
0
4

8
,7
8
5

7
,8
9
1

8
,7
0
1

9
,2
6
6

1
0
,6
9
8

1
1
,0
7
8

8
,1
8
7

1
0
,0
7
3

1
0
3
,4
1
6

遅
延
便
回
数
(Ｂ

)
0

0
0

0
7

0
0

0
1
7

2
3

0
2
9

（
B
）
/
（
A
）

0
.0
0
%

0
.0
0
%

0
.0
0
%

0
.0
0
%

0
.0
8
%

0
.0
0
%

0
.0
0
%

0
.0
0
%

0
.1
6
%

0
.0
2
%

0
.0
4
%

0
.0
0
%

0
.0
3
%

総
発
着
回
数

（
A
）

1
0
,3
5
7

1
1
,4
0
9

1
1
,0
4
0

1
1
,7
0
5

1
2
,3
3
7

1
0
,7
5
6

1
1
,4
9
8

1
1
,1
1
4

1
1
,6
4
6

1
1
,3
8
9

1
0
,3
0
4

1
1
,5
0
9

1
3
5
,0
6
4

遅
延
便
回
数
(Ｂ

)
7

0
0

1
2

2
7

3
5

1
8

3
6

8
1
5

1
1
3
2

（
B
）
/
（
A
）

0
.0
7
%

0
.0
0
%

0
.0
0
%

0
.1
0
%

0
.2
2
%

0
.0
3
%

0
.0
4
%

0
.1
6
%

0
.3
1
%

0
.0
7
%

0
.1
5
%

0
.0
1
%

0
.1
0
%

総
発
着
回
数

（
A
）

1
1
,1
1
5

1
1
,4
7
8

1
1
,0
8
0

1
1
,7
0
0

1
1
,5
9
2

1
1
,0
5
3

1
1
,4
5
8

1
1
,0
7
1

1
1
,6
3
2

1
1
,4
2
9

1
0
,5
8
5

1
1
,2
3
1

1
3
5
,4
2
4

遅
延
便
回
数
(Ｂ

)
2

1
1

9
2

2
1

5
7

1
9

1
1

8
1
0

1
1

1
1
6

（
B
）
/
（
A
）

0
.0
2
%

0
.1
0
%

0
.0
8
%

0
.0
2
%

0
.1
8
%

0
.0
5
%

0
.0
6
%

0
.1
7
%

0
.0
9
%

0
.0
7
%

0
.0
9
%

0
.1
0
%

0
.0
9
%

総
発
着
回
数

（
A
）

1
0
,9
5
0

1
1
,3
2
1

1
0
,9
3
7

1
1
,5
6
0

1
1
,9
2
3

1
1
,1
0
6

1
1
,4
6
7

1
1
,0
2
6

1
1
,7
2
7

1
1
,5
6
4

1
0
,2
0
7

1
1
,3
9
3

1
3
5
,1
8
1

遅
延
便
回
数
(Ｂ

)
2

3
6

0
2
9

4
7

1
1

1
4

1
8

3
2

7
1
3
3

（
B
）
/
（
A
）

0
.0
2
%

0
.0
3
%

0
.0
5
%

0
.0
0
%

0
.2
4
%

0
.0
4
%

0
.0
6
%

0
.1
0
%

0
.1
2
%

0
.1
6
%

0
.3
1
%

0
.0
6
%

0
.1
0
%

総
発
着
回
数

（
A
）

1
1
,0
9
2

1
1
,4
7
7

1
1
,1
1
0

1
1
,6
2
4

1
2
,3
2
4

1
1
,0
3
3

1
1
,4
3
7

1
1
,1
0
3

1
1
,5
8
5

1
1
,3
9
2

1
0
,2
3
2

1
1
,4
7
9

1
3
5
,8
8
8

遅
延
便
回
数
(Ｂ

)
3

1
3

2
8

3
2

1
6

1
1

1
0

1
9

1
3

7
1
0

1
4
4

（
B
）
/
（
A
）

0
.0
3
%

0
.1
1
%

0
.0
2
%

0
.0
7
%

0
.2
6
%

0
.1
5
%

0
.1
0
%

0
.0
9
%

0
.1
6
%

0
.1
1
%

0
.0
7
%

0
.0
9
%

0
.1
1
%

注

３
．
令

和
３
年
度
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感

染
症

（
C
O
V
ID
-
1
9
）
の

影
響

に
伴

い
大

幅
な
運

休
・
減

便
を
実
施

７
．
遅

延
便

（
運

用
時

間
を
遅

延
し
た
便

）

令
和

４
年
度

令
和

３
年
度

令
和

５
年
度

２
．
総

発
着

回
数

に
つ
い
て
は

、
ヘ
リ
を
除

く
１
．
関

西
エ
ア
ポ
ー
ト
株
式
会
社
資
料
か
ら
集

計

大
阪
国
際
空
港
で
は
原
則
と
し
て
午
後
９
時
以
降
翌
日
午
前
７
時
ま
で
の
航
空
機
の
離
着
陸
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
が
、
離
着
陸
機
の
輻
輳
・
悪
天
候
・
異
常
事
態
・
運
航
の
安
全
確
保
等
や

む
を
得
な
い
事
由
に
よ
り
例
外
的
に
離
着
陸
を
認
め
た
も
の
。

令
和

６
年
度

令
和

７
年
度

(速
報
値
)
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Ⅲ
．
空

港
周

辺
環

境
対

策
　
　
体

系
図

徴
収

し
た
金

額
を
新

た
な
空

港
周

辺
対

策
に
活

用

そ
の

他
の

助
成

等

バ
イ
パ

ス
誘

導
路

の
設

置

空
気

調
和

機
器

更
新

工
事

防
音

壁
、
防

音
堤

、
防

音
林

の
設

置

落
下

物
対

策
総

合
パ

ッ
ケ
ー
ジ

防
音

工
事

学
校

等
の

防
音

工
事

告
示

日
後

住
宅

の
防

音
工

事

共
同

利
用

施
設

の
整

備

空
港

周
辺

地
域

活
性

化
活

動
事

業

空
港

周
辺

地
域

の
生

活
環

境
改

善
の

た
め
の

公
園

等
整

備
事

業

移
転

補
償

事
業

空
気

調
和

機
器

機
能

回
復

工
事

公
共

施
設

防
音

工
事

大
阪

国
際

空
港

周
辺

環
境

整
備

事
業

助
成

空
港

周
辺

地
域

施
設

等
整

備
事

業

運
航

方
法

の
改

善

騒
音

軽
減

運
航

方
式

滑
走

路
の

使
用

調
整

住
宅

防
音

工
事

航
空

安
全

プ
ロ
グ
ラ
ム

航
空

法
等

に
よ
る
制

限

低
フ
ラ
ッ
プ
角

着
陸

方
式

、
デ
ィ
レ
イ
ド
フ
ラ
ッ
プ
進

入
方

式
、
リ
バ

ー
ス
・
ス
ラ
ス
ト
の

使
用

抑
制

機
材

改
良

優
先

飛
行

経
路

の
指

定
、
急

上
昇

方
式

時
間

規
制

運
用

時
間

7
：
0
0
～
2
1
：
0
0
（
1
4
時

間
）
な
ど

低
騒

音
ジ
ェ
ッ
ト
機

の
導

入

夜
間

騒
音

抑
制

料

1
日

3
7
0
回

（
う
ち
ジ
ェ
ッ
ト
機

枠
2
0
0
回

）
な
ど

総
発

着
回

数
・
機

材
規

制

運
用

時
間

外
の

離
着

陸
に
航

空
会

社
か

ら
通

常
の

着
陸

料
の

2
倍

に
相

当
す
る
金

額
を
徴

収
発

着
規

制

空
港

周
辺

地
域

利
便

向
上

事
業

A
・
B
滑

走
路

の
使

用
を
調

整

大
阪

国
際

空
港

周
辺

対
策

基
金

固
定

資
産

税
及

び
都

市
計

画
税

の
軽

減

大
阪

国
際

空
港

周
辺

整
備

促
進

資
金

〔
甲

・
乙

資
金

〕

住
宅

等
の

移
転

者
に
対

す
る
利

子
補

給

巡
回

健
康

診
断

航
空

機
公

害
対

策
推

進
市

民
運

動
団

体
活

動
費

補
助

金

生
活

保
護

等
世

帯
空

気
調

和
機

器
稼

働
費

助
成

航
空

機
騒

音
測

定
機

器
整

備
事

業

空 港 周 辺 環 境 対 策

２
．
空
港
構
造
の
改
良

１
．
発
生
源
対
策

４
．
空
港
周
辺
対
策

３
．
安
全
対
策
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１．発生源対策 

（１）発着規制 

○時間規制 

年月日 運用時間 運用制限 主な関係事項 

S14. 1.17 

24 時間 

なし 
開場 

S39. 6. 1 民間ジェット機就航 

S40.11.24 

午後11時～午前6時 

閣議決定 左記時間帯のジェット機発着禁止 

S44.12.15 
大阪国際空港公害訴訟（第1次訴訟） 
「午後9時～午前7時の発着禁止」等を請求 

S45. 2. 5 

閣議了解 川西市立久代小学校の騒音測定塔におけ
る時間帯別規制 
（午前6時～6時30分、午後10時30分～11時のジ
ェット機の事実上の離着陸禁止） 

S47. 4.27 

午後10時～午前7時 

 

左記時間帯の発着規制 

S49. 2.27 

大阪地裁判決 
・午後10時～午前7時の間、緊急その他やむを得な 
い場合を除き離着陸禁止 

・午後9時～午後10時は必要度が高く、受忍限度内 

郵便専用機（YS-11、8発着）夜間廃止 

S49.11. 1 郵便専用機廃止 

S50.11.27 
大阪高裁判決 午後9時～午前7時の間、緊急やむを
得ない場合を除き、発着禁止 

S50.12.12 
午後9時～午前7時 
（国際線を除く） 

国内線の左記時間帯の発着規制 

S51. 7.13 午後9時～午前7時 国際線の左記時間帯の夜間発着規制 

S56.12.16 

午後9時～午前7時 

（自主規制） 

最高裁判決 夜間帯の発着規制は民事上の請求とし
て成り立たないとして、請求却下 

S58.11.30 
航空局長⇒11 市協「当面、午後 9 時以降発着するダ
イヤを認める考えはない」 

H 2.11.22 
H 2.12. 3 

存続協定締結（11市協及び調停団）「当面、午後9時
～午前7時に発着するダイヤを認めないこととする」 

H18. 4. 1 14時間 午後9時～午前7時 
限定空港化 
運用時間を午前7時～午後9時に変更 

 

○夜間騒音抑制料 

年月日 内         容 

R 7. 4. 1 

夜間騒音抑制料制度化 
運用時間外の離着陸に航空会社から通常の着陸料の2倍に相当する金額を徴収 
徴収した金額を新たな空港周辺対策※に活用 
※夜間騒音影響地区助成、共同利用施設助成、環境整備事業助成、KAP主体事業 
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○総発着回数・機材規制 

年月日 内         容 

S46. 9. 1 

 

IFR(計器飛行方式)機の発着回数制限(深夜便除く) 

1時間の発着回数36回、連続する3時間の発着回数93回 

S47. 1.25 

S47. 4.27 

ダイヤ調整基準 １時間の発着回数36回、１日の総発着回数450回 

1日のジェット機発着回数260回 

S49. 5 1日の総発着回数410回、うちジェット機発着回数240回 

S50.12.12 11.27の控訴審判決を受け、１日のジェット機発着回数230回 

S52. 5.19 

S52.10. 1 

大型機乗入に伴い、1日のジェット機発着回数を段階的に200回にすることを発表 

1日の総発着回数370回、うちジェット機発着回数200回 

S63. 6. 4 

 

YS－11の経年化に伴う措置として、プロペラ機発着枠170回のうち50回 

を代替ジェット機の発着枠とすることを地元(11市協・調停団)に提案 

S63.12 

 

代替ジェット機就航 

S63年度10回、H元年度20回、H2年度30回、H3年度以降50回 

H 4. 1.31 

 

H 4. 7 

YS-11の経年化に伴う措置として、さらに50回を代替ジェット機の発着枠とするこ

とを地元(11市協・調停団)に提案 

代替ジェット機就航 H4年度26回、H5年度以降50回 

H 6. 9. 4 関空開港に伴い代替ジェット機枠解消 ジェット機枠200回 

H10. 1. 7 

 

H10. 7. 1 

騒音対策区域見直し要件の回答で、ジェット機枠200回の枠外での低騒音ジェット

機導入の提示 

代替ジェット機就航 H10年度30回、H15年度50回 

H15. 

 

H16. 9.28 

 

H17. 4. 1 

H18. 4. 1 

H19. 4. 1 

臨時便の上限は夏期1日22便(期間中(7/1～8/31)の総便数上限740便)、年末年始

1日17便（期間中(12/19～1/7)の総便数上限200便） 

YS代替ジェット機枠（50回）を段階的に見直し 

[H17.4.1→20回、H18.4.1→16回、H19.4.1→14回をプロペラ機枠] 

B747-400を除く3発機、4発機就航禁止 

すべての3発機及び4発機の就航禁止 

ジェット機枠200回、プロペラ機枠170回 

プロペラ機枠の低騒音ジェット機枠化及び長距離便枠の拡大を段階的に実施 

計画（実数） 

 ジェット機 低騒音ジェット機  プロペラ機 一日発

着回数

合計 

      

 長距離便 

①  

長距離便 

②  

長距離便 

① ＋ ② 

H25.3 200回（113回） 

10回 

50回（162回） 2.5回 120回（95回） 

370回 

12.5回 

H26.3 200回（116回） 100回（174回） 10.0回 70回（80回） 20回 

H27.3

以降 

200回（103回） 170回（188回） 
25.5回 

0回（79回） 
35.5回 

 

注１．夏期・年末年始の臨時便は、総枠の回数に含まない。これらの期間以外の臨時便は、1 日の総発着

回数370回の枠内に含む。 

２．長距離便とは、新千歳、那覇など概ね1,000㎞を超える路線を飛ぶ便をいう。 

 

（２）機材改良（低騒音ジェット機の導入） 

大阪国際空港の運用の見直しにより、プロペラ機枠が十分に活用されず、平成 16 年以降旅客

数が減少し、1 日あたりの発着回数が 340 回程度と低調であったため、平成24 年12 月3 日に大

阪国際空港のプロペラ機枠の段階的低騒音ジェット機枠化について、新関西国際空港株式会社
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から 10 市協に対して案が示され、10 市協はこれを了承した。 

この低騒音機ジェット枠を使用して運航することができる機材として、すべてのプロペラ機のほ

か、プロペラ機の DH8A と同程度以下の騒音影響のジェット機が運航している。 

■プロペラ機        DHC8、ATR46 

■低騒音ジェット機   B78X、B789、B788、B738、A321neo、A321ceo、A320ceo、E190、E170、 

CRJ7、A320neo、A359（令和8 年 4 月1 日時点） 

 

 ○1 日の低騒音ジェット機等の割合（夏ダイヤから算出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○機材別騒音値及び提供座席数（代表的なもの）  

※関西エアポート株式会社が設置管理する騒音測定局の実績値 

騒音値（ｄｂ）      ▲ジェット機   ○低騒音ジェット機   ◇プロペラ機   令和8年4月1日時点 

 

提供座席数（代表的なもの）（席） 

 

決
定
枠

実
績

28.10回

8%

98回

29%

248.3回

67%

132回

39%

93.61回

25%

110回

32%

0% 100%
ジェット機 低騒音ジェット機 プロペラ機

合計

370回

合計

340回

平成25年2月

（2013年）

令和8年3月

（2026年）

200回

54%
170回

46%

合計

370回

平成19年度

（2007年度）
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（３）運航方法の改善 

①騒音軽減運航方式 

ア．優先飛行経路の指定 

空港周辺地域における航空機騒音の拡大を防止するため、離陸するすべての航空機を対 

象に次の優先飛行経路が設定されている。 

 

 《滑走路32R／L から離陸する場合》 

   離陸後ITE VOR/DME 附近上空を通過し、かつ北端を中国縦貫道路、南端を瑞ヶ池及び昆 

陽池並びに西端を武庫川で囲まれる範囲を飛行するよう左上昇旋回を継続し、ITE VOR/DME  

2.2DME を通過した後、標準計器出発方式に従うこと。 

《滑走路14R／L から離陸する場合》 

      離陸後、阪神高速道路まで直線飛行し、その後、旋回上昇に移し、標準計器出発方式に従 

うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．飛行方法の周知 

   空港周辺地域における航空機騒音の影響を軽減していくため、航行の安全確保に支障の 

ない範囲で行うもので、大阪国際空港においては、次のような飛行方式を実施するよう周知 

している。 

《急上昇方式》  

   離陸して一定高度に達した後、エンジンは通常上昇出力のまま加速を抑え、進出距離に 

対して最高の高度が得られるようなフラップ角及び速度を維持して上昇する方式。 

《低フラップ角着陸方式》  

       滑走路長などに十分余裕がある場合、最大フラップ角までフラップを下げずに、浅いフラップ

のまま着陸する方式で、機体の空気抵抗の減少に見合うエンジン出力の減少分だけ 

騒音が低減する。 

《ディレイドフラップ進入方式》  

フラップ及び脚を下げる操作を航行の安全確保に支障とならない範囲で遅くする方式で、低フ

ラップ角着陸方式と同様に機体の空気抵抗の減少に見合うエンジン出力の減少分だけ騒音

が低減する。 
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《リバース・スラストの使用抑制》  

夜間（午後７時以降）豊中市側からの B 滑走路着陸時に、リバース・スラスト使用をアイドルま

でに抑制する。 

 

 ② 滑走路の使用調整 

  プロペラ機枠の低騒音機枠化に伴い、離着陸時における環境負荷を低減し、一部地域に 

騒音が偏らないよう、安全を考慮しながら対象機材と使用滑走路を調整している。 

滑走路の使用割合                                 関西エアポート株式会社資料より作成 

  Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 R 元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 

着

陸 

A滑走路 ３０％ ３５％ ３５％ ４０％ ３６％ ３４％ ３４％ ３２％ ３３％ 

B滑走路 ７０％ ６５％ ６５％ ６０％ ６４％ ６６％ ６６％ ６８％ ６７％ 

離

陸 

A滑走路 ３７％ ３９％ ３８％ ５２％ ５２％ ４５％ ４０％ ４３％ ４０％ 

B滑走路 ６３％ ６１％ ６２％ ４８％ ４８％ ５５％ ６０％ ５７％ ６０％ 

 

（４）大阪国際空港騒音対策委員会によるモニタリング 

昭和４０年１１月に、大阪府、兵庫県、11 市協（現：10 市協）、航空会社、財団法人航空公害防止協会、

運輸省（現：国土交通省）、大阪国際空港長が、航空機騒音被害の実態を調査し、騒音防止に必要な措

置について協議することを目的として、大阪国際空港騒音対策委員会を設立した。 

○モニタリング項目 

発着回数、滑走路14 使用状況、21 時以降発着状況、飛行経路、スラスト・リバース使用状況など 
 

２．空港構造の改良 

（１）防音施設の設置 

空港隣接地域への騒音・排気ガスの軽減を図るため、防音壁（嵩上工事 平成５～６年度実施）・ 

防音堤・防音林・ブラストフェンスを設置した（南側防音林とブラストフェンスについては後に撤去）。 

（２）バイパス誘導路の設置 

昭和５６年１０月に、離陸時間の短縮やW-1側の騒音・排気ガス対策を目的として、B滑走路の南

端から３００ｍ地点に通じるバイパス誘導路を設置した。原則としてバイパス誘導路を使用しない場

合はローリング離陸方式（誘導路から滑走路に進入するときに、機体を停止せずに離陸を開始する

方式）を採用し、W-1 付近の滞留時間を短くし、騒音・排気ガスの影響を軽減している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ババイイパパスス  

誘誘導導路路  

停停止止線線  

従従来来ののココーースス  
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３．安全対策 

 （１）航空安全プログラム（国土交通省） 

国土交通省が民間航空の安全のために自らが講ずべき対策等を網羅的に規定する「航空安

全プログラム」(平成25年10月)を策定した。毎年１回、民間航空の安全の状況等を踏まえて、見

直しを行っている。 

     （内容） 基本的な航空法令/ 具体的な運用規則 / 国のシステムと機能 / 資格を持つ技術者 

/ 技術ガイダンス・ツールおよび安全重要情報の提供 / ライセンス認証、認可およ

び承認義務 / 安全管理システムの義務 / 事故・インシデント調査 / ハザードの

特定と安全リスク評価 / 安全リスク管理 / 安全上の問題の解決 / 監視義務 / 

国の安全パフォーマンス / 内部コミュニケーションおよび安全情報の周知 / 外部コ

ミュニケーションおよび安全情報の周知 等 

 

 （２）落下物対策総合パッケージ（国土交通省） 

「落下物対策の強化策」(平成 30 年 3 月)を基に、未然防止策と落下物事案発生時の対応につ

いて、空港運営会社や国内・国外の航空会社の役割と責務について定め、技術面とルールの

双方から、あらゆる機会をとらえて徹底強化をするための指針が定められ、運用がはじまって

いる。 

     （内容） 落下物防止対策基準 / 落下物防止対策集の作成 / 駐機中の機体チェックの強化 / 

落下物発生状況の分析強化 / 部品欠落の報告制度の拡充 / 落下物発生時の空港

/運営者等による補償費立替え  等 

 

（３）航空法等による制限（物件の高さ制限・ドローンなどの飛行制限） 

①航空法による制限 

      大阪国際空港の制限表面区域において、設置できる物件の高さが制限されている（第

49 条）。また、空港周辺の空域、緊急用務空域、地表又は水面から 150ｍ以上の高さの空

域、人口集中地区の上空（豊中市の場合は市内全域）においては、重量 100ｇ以上のドロー

ンなどの飛行が制限されている（第132 条の 85 第1 項第1 号及び第 2 号）。 

 

②重要施設の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関する法律（小型無人

機等飛行禁止法）による制限 

重要施設である大阪国際空港及びその周囲約１kｍの上空は重量・大きさに関わらずドロ

ーンなどの飛行が禁止されている（第10 条）。 
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４．空港周辺対策  

空港周辺における航空機の騒音により生ずる障害の防止、航空機の離着陸の頻繁な実施により生

ずる損失の補償により、関係住民の生活の安定及び福祉の向上を目的として、昭和４２年に 「公共用

飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律」（航空機騒音防止法）が制定さ

れ、大阪国際空港が特定飛行場として指定された。 

同法において、騒音による障害が著しい地域に対して、その騒音値に応じた騒音対策区域が設定

されており、また、学校等の騒音防止工事の助成（第５条）、共同利用施設の助成（第６条）、住宅の騒

音防止工事の助成（第８条の２）、移転の補償等（第９条）、緑地帯等の整備（第９条の２）、空港周辺整

備計画（第９条の３）等の空港周辺対策が定められている。 

（資料№１騒音対策区域図・№１４環境対策事業予算の過去１５年間の推移） 

 

騒音値と空港周辺対策事業の関係 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 種区域Lden76dB（W 値95）以上 

 

 

 

第 2 種区域Lden73dB（W 値90）以上 

 

 

 

第 1 種区域Lden62dB（W 値75）以上 

 

 

 

 

Lden57dB（W 値70）以上 

 

  

○ 大阪国際空港周辺緑地事業 

○ 緩衝緑地帯等造成事業 

○ 学校・病院等の防音工事助成 共同利用施設整備の助成 

○ 学校や共同利用施設の空気調和機器の機能回復工事助成 

○ 住宅防音工事助成、空気調和機器の更新工事助成 

○ 生活保護等世帯空気調和機器稼働費助成 

○ 再開発整備事業 

○ 移転補償事業 
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（１）公共施設防音工事 

平成２４年７月から新関西国際空港株式会社、平成２８年４月から関西エアポート株式会社が承継している。 

①学校等の防音工事  【昭和４２年度 事業開始】 

航空機騒音防止法第５条に基づき、補助金の交付を受けて学校・保育所・病院等の防音工事を行い、騒

音の障害防止及び軽減に努めている（補助割合：概ね１００％）。 

 

②共同利用施設の整備 【昭和４２年度 事業開始】 

航空機騒音防止法第６条に基づき、騒音の障害防止及び軽減のため、国・府の補助を受けて、空港周辺

の住民が学習、保育、休養、集会等に利用する共同利用施設を３４ヶ所設置している。各共同利用施設は

地域の管理運営委員会が運営している。 

                             （資料№９ 共同利用施設一覧） 

③空気調和機器機能回復工事【平成３年度 事業開始】 

①・②の助成金の交付を受けた施設の空気調和設備で、当該設備設置後１５年以上経過かつ機能が著

しく低下したものについて、一回限りで新たな助成金の交付を受けて機能回復工事を行っている（助成割

合：７５％）。 

 

（２）住宅防音工事 

平成２４年７月から新関西国際空港株式会社、平成２８年４月から関西エアポート株式会社が承継している。 

①防音工事 【昭和４９年４月１日 事業開始】 

航空機騒音防止法第８条の２に基づき、第１種区域内において、区域指定の際に現に所在する住宅につ

いて、航空機騒音による障害を軽減するための防音工事（天井、壁、建具、床、換気扇、空気調和機器の

建築及び設置工事）に対して補助する事業。 

（関西エアポート株式会社及び府の補助 補助割合：１００％） 

◯事業の実績累計（令和８年３月末）・・・３３，３７５件 

 

②告示日後住宅の防音工事 【平成３年６月１０日 事業開始】 

第１種区域の指定後から指定拡大までの期間に建築された住宅（※）については、騒音による被害があ

るにもかかわらず防音工事の対象ではなかったが、平成３年１０月から、一部住民負担を前提として予算

補助による防音工事を行うこととなった。 

(※昭和５４年７月１０日以前の告示により指定された第１種区域内の住宅で、昭和５７年３月３０日以前に 

建築された住宅。〔防音工事の対象住宅を除く。〕) 

（関西エアポート株式会社及び府の補助 補助割合：５０～１００％） 

◯事業の実績累計（令和８年３月末）・・・１，１９７件 

 

③空気調和機器更新工事 【平成元年５月２４日 事業開始】 

平成元年５月２４日から、防音工事により設置された空気調和機器（エアコン、換気扇、レンジフード）で１

０年以上経過し、所要の機能が失われている機器の更新制度（機能回復工事）を発足。 

平成１１年度から、機能回復工事実施後１０年以上経過し、所要の機能が失われている機器の更新制度

（再更新工事）を発足。 

平成１４年度から、告示日後住宅の防音工事実施後１０年以上経過し、所要の機能が失われている機器

の更新制度（告示日後機能回復工事）を発足。 

平成２２年度には制度変更が行われ、工事名称の変更(機能回復工事⇒更新工事①、再更新工事⇒更

新工事②、告示日後機能回復工事⇒告示日後更新工事①)及び補助率の変更、定額制の導入、更新工事

②実施後１０年以上経過し、所要の機能が失われている機器の更新制度(更新工事③)を発足。 

平成２４年度から、告示日後更新工事①実施後１０年以上経過し、所要の機能が失われている機器の更 

－ 56 －



新制度（告示日後更新工事②）を発足。 

令和４年度から、更新工事③実施後１０年以上経過し、所要の機能が失われている機器の更新制度(更

新工事④)を発足。 

令和５年度から、告示日後更新工事②実施後１０年以上経過し、所要の機能が失われている機器の更

新制度（告示日後更新工事③）及び更新工事④における一人世帯に対する空気調和機器の更新制度を発

足。 

【エアコン更新工事における負担割合】 ※関西エアポート(株)が定める基準額を超える部分は住民負担 （単位％） 

一般世帯 
更新工事

① 

告示日後 

更新工事

① 

更新工事

② 

告示日後 

更新工事

② 

更新工事③・④ 告示日後 

更新工事 

③ 

 参 考 

（兵庫県） 

関西エアポート(株) ６０ ５５ ５５ ５０ ５０ （５０） ５０ 

大阪府 １０ １０ １０ １０ ０ （１０） ０ 

豊中市 ３０ ０ １７．５ ０ ２０ （２０） ０ 

住民 ０ ３５ １７．５ ４０ ３０ （２０） ５０ 

※伊丹市・川西市 

・更新工事①、更新工事②のエアコン更新台数の上限は居住人数の台数。 

・更新工事③のエアコン更新台数の上限は居住人数から１を差し引いた台数。 

・更新工事②実施後１０年以上経過し、所要の機能が失われている一人世帯の機器の更新は更新工事④として

扱う。 

・更新工事④のエアコン更新台数の上限は、一人世帯では 1 台、複数人世帯では居住人数から１を差し引いた

台数。 

・換気扇、レンジフードの負担割合は工事回数に関わらず関西エアポート(株)５０％、住民５０％。 

 

豊中市補助実績 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

件数 台数 件数 台数 件数 台数 件数 台数 

更新工事① ３ ３ １ １ ０ ０ ２ ２ 

更新工事② １６ ２１ １４ １６ １５ １９ ９ １３ 

更新工事③ ６０ ８１ ５３ ７６ ４９ ５６ ３８ ４９ 

更新工事④ ６ ６ ５１ ５１ ８６ ８８ ６９ ７６ 

 

 

    （単位：％）  

生活保護等 

世帯 

更新工事

① 

告示日後 

更新工事

① 

更新工事

② 

告示日後 

更新工事

② 

更新工事③・④ 告示日後 

更新工事 

③ 

 参 考 

（兵庫県） 

関西エアポート(株) ８５ ８３．７５ ８３．７５ ８３．７５ ８３．７５ （８３．７５） ８３．７５ 

大阪府 １５ １６．２５ １６．２５ １６．２５ ０ （１６．２５） ０ 

豊中市 ０ ０ ０ ０ ０ （０） ０ 

住民 ０ ０ ０ ０ １６．２５ （０） １６．２５ 

                                                       ※伊丹市・川西市 

・エアコン更新台数の上限は居住人数の台数。 

・換気扇、レンジフードの負担割合はエアコンと同じ。 

 

 

※

※
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◯事業の実績累計（令和８年３月末） 件数 

更新工事① ２１，８４４件 

更新工事② １１，２５９件 

更新工事③ １，０９９件 

更新工事④ ２１４件 

告示日後住宅更新工事① ６９３件 

告示日後住宅更新工事② １４０件 

告示日後住宅更新工事③ ３件 

※生活保護等世帯を含む 

 

（３）移転補償事業 【昭和４５年度 事業開始】 

第２種区域指定の際、現に存在する建物等を区域外に移転又は除去するときに建物等の移転補償及び土地

の買い入れを行う事業。平成２４年７月から新関西国際空港株式会社、平成２８年４月から関西エアポート株式

会社が承継している。 

移転補償事業実績（令和８年３月末） 

 

 

 

 

 

 

 

（４）大阪国際空港周辺環境整備事業助成 【平成７年６月６日 事業開始】 

空港周辺地域の生活環境の向上を目的として地方公共団体等が行う整備事業に対して、関西エアポート株

式会社が助成している（助成割合は上限８０％）。 

①航空機騒音測定機器整備事業 

②空港周辺地域の生活環境改善のための公園等整備事業 

③空港周辺地域施設等整備事業 

共同利用施設等のバリアフリー化、花壇等の整備、自主防災組織資器材の整備、福祉器材整備、観光 

推進施設等の整備など 

④空港周辺地域利便向上事業 

空港周辺住民利用施設への資器材等の整備による利便向上・活動支援事業 

⑤空港周辺地域活性化活動事業 

空港周辺住民による空港を核としたイベント等の地域活性化事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別 

豊 中 市 

件 数 面積（㎡） 

土 地 １，３２３ ４４４，０１６．０２ 

建 物 １，１４６ ２０８，４１９．０４ 

借家人 ２，９００ ――― 

計 ５，３６９ ――― 
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（５）その他の助成等 

①固定資産税及び都市計画税の軽減 【昭和４３年度 施行】 

   豊中市では、大阪国際空港を活かしたまちづくりをするという観点から、騒音区域内の指定する区域に

所在する土地に対して、固定資産税及び都市計画税の軽減を行っている。 

 

②巡回健康診断 【昭和５０年度 事業開始】 

   騒音の著しい地域に居住し、自治会に加入している人を対象に、無料の巡回健康診断を関西エアポー

ト株式会社が実施している。 

 診断項目：身長・体重測定、血圧測定、聴診・打診・問診、尿検査、血液検査、血液生化学検査、心電図検 

査、聴力検査、視力検査、胸部X 線検査、便潜血反応検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績 事業内容 助成額 

令和４年度 

ふれあい緑地球技場及びふれあい緑地少年野球場イベント用備品整備 1,054,000 円 

共同利用施設テレビ更新 283,000 円 

ふれあい緑地フェスティバル 3,059,000 円 

令和５年度 

共同利用施設テレビ更新 256,000 円 

共同利用施設トイレ改修 626,000 円 

障害福祉センターひまわり備品整備 551,000 円 

原田・高川介護予防センター備品更新 496,000 円 

ふれあい緑地フェスティバル 3,330,000 円 

ふれあい緑地9 街区遊戯施設整備 11,915,000 円 

令和６年度 

共同利用施設トイレ改修 1,668,000 円 

ふれあい緑地球技場、ふれあい緑地庭球場及びふれあい緑地少年野球

場備品整備 
885,000 円 

豊島温水プール備品整備 284,000 円 

ふれあい緑地フェスティバル 3,298,000 円 

障害福祉センターひまわり備品整備 445,000 円 

原田介護予防センター内はらだ保育園ねいろ備品整備 112,000 円 

令和７年度 

共同利用施設テレビ更新 315,000 円 

共同利用施設庄内幸センター・豊南西センター空気調和設備更新 1,025,000 円 

ふれあい緑地庭球場ポータブル発電機設置 223,000 円 

航空機騒音常時監視システム更新 4,884,000 円 

ふれあい緑地フェスティバル 3,356,000 円 

ふれあい緑地サイン改修 5,489,000 円 

令和７年度巡回健康診断 

実施場所 対象団体 

共同利用施設走井センター 走井自治会 

共同利用施設利倉センター 利倉連合町会 

共同利用施設勝部センター 勝部連合町会 

豊中市立豊島体育館 
豊島校区航空機公害対策連合会、

豊島北校区航空機公害対策連合会 

共同利用施設野田センター 野田地区航空機公害対策協議会 

実績 
受診者数

（人） 

令和４年度 ４６３ 

令和５年度 ４５１ 

令和６年度 ４１９ 

令和７年度 ４１４ 
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③大阪国際空港周辺整備促進資金〔甲・乙資金〕 【昭和５３年度 事業開始】  

移転補償を受け騒音区域外に移転する場合、移転資金を融資又は助成する制度で、大阪航空局補償 

課が事務局であった。 

 

・ [甲資金]は、移転補償を受けて第２種区域外に自らの住居を取得するものに対して、不足資金を指定金 

融機関から借入れできるよう斡旋する制度。 

最高１５００万円、返済期間２０年。 

※平成２２年度以降の新規受付は廃止され、貸付金の償還が平成２７年度に完了したため、制度を廃止

する予定。 

・ [乙資金]は、第２種区域内の借家・借間人及び借地人で、区域外に移転する者には貸付（１２０万円以内）

や助成（最高５０万円）、甲資金の借受者には保証料等の助成（１２万円以内）を行っていた。なお、甲資

金の新規受付廃止と合わせて、甲資金の借受者に対する保証料等の助成(１２万円以内)を廃止。 

※乙資金の対象である大阪国際空港周辺緑地事業が平成２６年３月３１日で終了したため、制度を廃止

する予定。 

 

④住宅等の移転者に対する利子補給 【昭和５４年４月１日 事業開始】 

大阪府及び豊中市では、国及び府・市の移転補償を受けて住宅等の移転を行う者が、移転に要する資

金を金融機関から借入れした場合、５年間に限り利子の一部を補給（助成）している。 

  （現在の借入資金の金利が低く適用されないため、詳細は略） 

 

⑤生活保護等世帯空気調和機器稼働費助成 【平成元年１０月３日 事業開始】 

住宅防音工事施工済住宅に居住する生活保護等世帯に対して、関西エアポート株式会社と市で夏期冷

房電気代の一部を助成している（負担割合：関西エアポート株式会社８５％、豊中市１５％）。 

 

    【助成額】  令和６年４月１日に助成金の額を定額制に移行するため、基本助成額や算出方法などの制度 

を変更。詳細は以下のとおり。 

世帯人数に応じた基本助成額を助成している（１人世帯：８千円、２人世帯：９千円、３人世帯以

上：１万円）。 

令和７年６月１３日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2025」において、物価上

昇に対応し、長年据え置かれた公的制度の基準額・閾値を省庁横断的に見直す方針が示され

たことを受け、国が本助成制度の要綱を改正し、令和８年度から助成限度額を１．２倍に引き上

げることとした。この改正に合わせ、関西エアポート株式会社も助成限度額を１．２倍に引き上

げることとしたことから、令和８年４月１日に基本助成額を変更。世帯人数に応じた基本助成額

を助成している（１人世帯：９千６百円、２人世帯：１万８百円、３人世帯以上：１万２千円）。 

ただし、領収書の合計額が基本助成額に満たない場合は領収書の合計額を助成額としてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績 
件数 

（世帯） 

令和４年度 ５６３ 

令和５年度 ５２０ 

令和６年度 ５７３ 

令和７年度 ５７３ 
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⑥航空機公害対策推進市民運動団体活動費補助金 【昭和５１年４月１日 事業開始】 

大阪国際空港の安心安全への万全な取組み、騒音対策・環境対策の継続・充実とともに、空港の利便性

向上と周辺整備等を地域の活性化につなげることを目的として、国をはじめ関係機関への要望あるいは連

携・協働に取り組む地域の市民活動組織に対して、その活動費の一部を豊中市が助成している。 

 

※航空機公害対策推進市民運動団体： 

走井地区航空機被害対策委員会、原田校区航空機公害対策連合会、利倉公害対策連合会、 

豊島北校区航空機公害対策連合会、豊島校区航空機公害対策連合会、 

野田地区航空機公害対策協議会、豊南校区自治会連合会航空機騒音対策部会、 

高川公害対策委員会、庄内校区航空機公害対策委員会、千成校区航空機公害対策連合会（注1） 

    （注1）千成校区航空機公害対策連合会については、騒音対策区域の見直しにより、平成２２年度から 

             助成対象外。 

 

※助成対象事業：要望活動費、調査費、広報・広聴費、共同利用施設運営費、事務費等 

 

⑦大阪国際空港周辺対策基金 【平成３年７月１日 事業開始】 

空港と周辺地域の調和ある発展を目指すため、空港環境整備協会・航空会社・空港関連企業・地方公共

団体から拠出された基金。平成３年２月１８日に設置され、その運用益を財源にして、同年７月１日から事業

を実施している。当初の基金総額は２５億円で、平成６年度には最終目標額の３０億円となった。 

 

対象事業 助成の対象 

住宅防音サッシ修理助成 
騒防法の事業等により取り付けた防音サッシの修理に必要な部品及び調整に

要する費用（助成割合：８０％） 

消防施設等助成 
10 市協の加盟市及び大阪市に対し、消防施設・設備の整備、消火活動に必要な

諸機材、消火薬剤等の購入などに係る経費 

地域活動助成 
建物等の移転補償が実施された区域（豊中市、伊丹市、川西市）における自治

会等の地域活動費 

AGL 関連地区助成 

滑走路 14 を使用して着陸するため進入路指示灯（AGL）を暫定的に運用した場

合、その進入経路下の地域（尼崎市、伊丹市、宝塚市、川西市）の団体に対する

地域活動費 

空港周辺樹木管理助成 
航空法に定める制限表面に抵触するおそれのある樹木の伐採又は剪定に係る

経費 

※小集会所の電気料金の一部助成、水利組合への水利施設維持費の一部助成は平成２３年度から休

止しており、令和３年度に廃止。また、航空機による屋根瓦被害に対する一部助成は令和５年度に廃止。 
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Ⅳ．航空機公害に関する争訟 

 

１．大阪国際空港公害訴訟の経過 

 年  月  日 事                項 

Ｓ４４．１２．１５ 

４６． ６． ３ 

４６．１１．３０  

４７． ７． ６ 

４９． ２．２７ 

４９． ３．１２ 

４９． ３．１３ 

４９．１２．１０ 

５０．１１．２７ 

５０．１２． ２ 

５３． ８．３１ 

５５． ４．１６ 

５６．１２．１６ 

 

 

 

 

５７． ５．３１ 

５７． ７．１４ 

５８． ５．１４ 

５８． ７． ９ 

５８．１２．２４ 

５９． １．１０ 

５９． ３．１７ 

第１次提訴（川西市住民２８人 大阪地裁） 

第２次提訴（川西市住民１２６人  〃  ） 

第３次提訴（豊中市住民１２２人  〃  ） 

第１次～第３次訴訟併合を決定 

第１審判決 （大阪地裁） 

原告（住民） 控訴（大阪高裁） 

被告（国）控訴 （大阪高裁） 

第４次提訴（川西・豊中市住民、転出者計 ３，６９４人 大阪地裁） 

第２審判決 （大阪高裁） 

被告（国）上告（１２．８受理） 

上告審最高裁小法廷から大法廷へ回付 

上告審最高裁審理やりなおしを決定 

上告審判決（最高裁大法廷） 

① 差し止め請求・・・訴え却下 

② 過去の損害賠償・・・高裁判決を容認、ただし４５年２月以降の入居者 

２人は破棄差し戻し 

③ 将来の損害賠償・・・訴え却下 

第５次提訴（豊中４１人、川西９３人、計１３４人、第１次～第３次の原告） 

第４次～第５次の併合審理（口頭弁論） 

第１回和解交渉 

第２回和解交渉 

第３回和解交渉 

大阪地裁、総額１３億円の職権和解案を提示 

和解調印 
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２．判 例 比 較 

 

請求内容 

第１審判決 

昭４９．２．２７ 

（大阪地裁） 

第２審判決 

昭５０．１１．２７ 

（大阪高裁） 

上告審判決 

昭５６．１２．１６ 

（最高裁大法廷） 

午 後 ９ 時 か ら

翌 朝 ７ 時 ま で

の 飛 行 差 し 

止め。 

午後１０時から翌朝７時

までの間、緊急その他 

やむを得ない場合を除き

離発着を禁止する。 

午後９時から翌朝７時 

までの間、緊急その他 

やむを得ない場合を除き

離発着を禁止する。 

訴え却下（この請求は 

不可避的に航空行政権

の発動を求める内容で

あ り 民 事 上 の 請 求 は 

不適法。） 

過 去 の 損 害 

賠償の内金と 

し て ６ ５ 万 円

（ 弁 護 士 費 用

含 む ） の 支 払

い。 

国賠法第１条第１項に 

基づき、居住地区・期間

の区分に応じ、世帯あた

り４５～５７万円（弁護士

費用含む）の慰謝料を 

支払え。 

  ただし、B 滑走路開始

後入居の３人について

は請求棄却。 

国賠法第２条第１項に 

基づき、居住地区・期間

の区分に応じ、原告各人

につき１６．６～１３２．８

万円（弁護士費用含む）

を４０年１月から５０年５

月までの間の慰謝料と 

して支払え。 

 

上告棄却（被害の程度・

公共性・国の対策等を 

総合的に勘案すれば、

空港供用行為を違法と 

した２審の判決は是認 

できる。 

ただし、B 滑走路開始

後の入居者については

破棄差し戻し。） 

夜間飛行の禁

止と６５ホン以

下となるまで、

月１１，５００円

（ 弁 護 士 費 用

含 む ） の 支 払

い。 

請 求 棄 却 

将来も同様の権利侵害・

損害の発生が継続する

ものと推定され、２１時以

降の発着禁止まで１人

１．１万円／月、それ以

降減便等の合意成立ま

で１人６．６千円／月（い

ずれも弁護士費用含む）

を支払え。 

訴え却下（将来の損害の

有 無 程 度 は 、 今 後 の 

対策などによって左右 

され、損害の変動を把握

することは困難であり、

このような将来の給付 

請求は許されない。） 
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